
近年、日本では大規模な震災が頻発しており、国や自治体で災害廃棄物を適正かつ迅速に処理するための災害廃棄物
処理計画の作成が急がれている[1]。
災害廃棄物としては、事業所から流出した化学物質によってがれきや津波堆積物、土壌が汚染され化学汚染廃棄物と
なることも非常に大きな問題である。
化学汚染廃棄物の発生量を事前に予測するために、環境省によるモデル事業[2]等ではPRTR(Pollutant Release and 
Transfer Register:化学物質排出・移動量届出制度)が活用されている。

PRTRの対象となる462物質[3]のなかには、化学汚染廃棄物を考える上では、物性や量的な観点から優先順位の低い
化学物質も含まれる。

昨年度は特に震災（地震と津波）時の化学物質の挙動を想定し、震災廃棄物の化学汚染を想定して物性情報に着目し、
常温常圧で液体及び水溶性の固体の物性である物質に絞った（右図 論点1）。
さらに、PRTR届出事業所数及び化学物質の取扱量が多い物質を重要物質と考えたが、事業所数が多いことと化学物

質量が多いこととは必ずしも一致しないほか、対象エリアに多種類の化学物質が同程度の量で取り扱われている時には
物質を絞りきれない可能性がある。

今回は、昨年同様に常温常圧で液体及び水溶性の固体である物質を対象として、各化学物質の取扱量が地域内で取り
扱われている全化学物質量の中でどの程度を占めるのかを、検討した（右下図 論点2）

昨年度の検討では、PRTR届出事業所数及び取扱量に基づいて化学物質を選定したが、取扱量が把握されている地域
はまだ少ないことから，事業所の排出・移動量にも注目して検討を行った（論点3）。一般に全国どこでも入手できる化学
物質の量的な情報はPRTRで把握されている排出・移動量であるが、これは事業所に存在する化学物質の量を必ずしも
反映している訳ではないため、排出・移動量を用いた選定結果との比較も行った（論点4）。

B4-5 震災時の化学汚染廃棄物の発生予測にむけた重要化学物質の選定方法に関する検討
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震災時の化学物質汚染に関して重要化学物質の選定を
より正確かつ実用的に行うために、

各化学物質の取扱量が地域内で取り扱われている
全化学物質量の中でどの程度を占めるのか確認する。

量に基づいて選定する際に排出・移動量と取扱量とで
差があるのかを確認する。
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検討地域内において、対象とする各化学物質の取扱量を降順に並べて順番に積算していき、その累積量が全物質の取扱量合計に対してどのくらいの割合に達するかを表した「累積割合」を算出して実態を把握した。

PRTR届出事業所数及び化学物質の取扱量でのそれぞれ上位10物質を選定し（昨年度の方法で「従来法」とする[4]）、同様に上位20物質、30物質を選定して両方法で選定された化学物質群を比較した。

取扱量ではなくPRTRでの化学物質別の排出・移動量についても、同様の手法で対象化学物質を選定し、両者の比較検討を行った。

累積割合に基づく選定と届出事業所数および取扱量の順位に基づく選定結果との比較

大阪市では、上位6物質で全体の50％に達し、上位15物質で80％、
上位20物質で90％、上位45物質で99％を占めた。

上位90％に含まれない物質は、全体に占める割合が1％以下である物質が
ほとんどであったが、従来法で選定されていた物質のなかには、上位90％に
含まれないものもあった。

このような化学物質は取扱量の総量が特別に多いわけではないが、取り扱っ
ている事業所が多数ある物質であると考えられる。実際の震災時の漏洩や
化学汚染廃棄物の発生リスクを考えるときには、対処すべき場所が多いこと
も脅威となり得るため、選定方法は慎重に検討する必要があると思われた。

選定基準の追加検討
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検討地域 上位10物質ずつ 上位20物質ずつ 上位30物質ずつ
堺泉北地区 17 (上位90％) 30 (上位90％) 39 (上位99％)

大阪市 16 (上位50％) 30 (上位90％) 40 (上位90％)
枚方市 15 (上位80％) 30 (上位90％) 38 (上位99％)

東大阪市 12 (上位90％) 24 (上位90％) 32 (上位99％)
八尾市 13 (上位80％) 25 (上位90％) 35 (上位90％)
埼玉県 13 (上位80％) 27 (上位90％) 39 (上位90％)

事業所における化学物質の取扱量を把握できた６地域

において、常温常圧で液体および水溶性の固体である

物質を対象として、個々の化学物質の取扱量が全取扱

量に占める割合と、それらを降順に積算した場合の累積

割合を求めた。

取扱量の累積割合が上位に位置する物質に注目する
場合と、届出事業所数や取扱量の上位に位置する物
質に注目する場合とでは、一部で異なる物質がリスト
アップされた。

 PRTRでの排出・移動量の累積割合と取扱量での累積

割合も異なることから、取扱量を把握することは重要で
あると思われた。

結論

各化学物質の取扱量と地域全体に占める累積割合(大阪市の例)
従来法ではエリアによっては、上位50％までしか全物質を選定できないが、上位20物質ずつ選定すると、
どのエリアでも上位90％の物質をすべて選定できた。

全体の届出事業所数が多いエリアや届出化学物質種数が多いエリアでは、累積割合に基づく選定方法
よりも機械的に上位20物質ずつを選定する方法が望ましい可能性もあり、エリアを増やして実態を把握
するとともに、化学物質の特性などについても更に検討する必要がある。

届出事業所数と取扱量の順位に基づき選定された化学物質数と
全ての化学物質を選定可能な累積割合の基準値

選定に利用する情報（PRTRの排出・移動量と取扱量）の違いに関する検討

PRTR届出事業所数と取扱量の上位20物質ずつを選定した場合と、PRTR届出事業所数と排出・移動量の上位20物質ずつを選定した場合の化学物質を比較したところ、全体の物質数が多い堺泉北地区、大阪市、埼玉県では
それぞれ選定された約30物質のうちの約2～3割にあたる5～9物質が、取扱量を選定基準に用いた場合でのみ重要物質として選定され、排出・移動量を選定基準として用いると重要な化学物質を見誤る可能性が示唆された。
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大阪府条例で揮発性有機化
合物に指定されている物質

常温で中性の水に対し1質量%
（10g/L）以上溶解する物質

届出事業所数
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化学汚染被害

に対応した性状
の化学物質

上位10物質

上位10物質

昨年度の重要化学物質の選定方法

検討した地域
昨年度に検討した堺泉北地区に加えて、大阪市、枚方市、東大阪市、八尾市（大阪府下の自治体の中で PRTRでの届出件数が100件以上）と、
取扱量データを入手できた埼玉県


